2023年7月25日

再提出希望者　各位
九州実務補習所運営委員会

第４回課題研究論文（再提出）実施案内

下記の要領にて第４回課題研究論文（再提出）を実施する。提出希望者は期限厳守にて提出すること。
＜テーマ＞

	東京証券取引所・現物市場における上場企業は3,851社(2022年12月1日時点)となっており、大阪証券取引所・現物市場との統合直後である2013年末の3,417社から比較すると434社増(12.7%増)と着実に増加している。
対して、公認会計士試験合格者数は10年程前と比較すると受験者数の増加に伴い漸増とはなっているが、監査業界における人手不足は方々で叫ばれる状態となっている。
この状況を前提として、以下の各問について論じなさい。
また、各問の文字数については極端に偏りが生じないよう留意すること。
1 監査業界における人手不足への対策として、デジタル技術の開発及び導入によって監査効率を上げることが挙げられ、また、具体的に進められている状況にある。このように会計監査にデジタル技術の開発及び導入を進めることでのメリット、デメリットについて論じなさい。さらに、デメリットに対してのあなた自身の考える対応策(ないしは改善策)について論じなさい。
2 監査体制の確保等の理由に伴い、上場会社企業による監査法人の交代について大手監査法人から準大手・中小規模の監査法人への移行が2021年7月～2022年6月の1年間で228件と近年において増加が目立つ状況である。このような状況となることでのメリット、デメリットについて論じなさい。さらに、デメリットに対してのあなた自身の考える対応策(ないしは改善策)について論じなさい。
3 スタートアップ企業の創出を国策として唱えているものの、株式公開準備に際しての監査証明を得るために財務諸表監査を依頼する多くのスタートアップ企業が、上記②に付随した理由で監査法人確保に苦戦する状況となっている。スタートアップ企業を監査するうえでのメリット、デメリットについて、監査法人という組織体からの視点で論じなさい。さらに、デメリットに対してのあなた自身の考える対応策(ないしは改善策)について論じなさい。
4 現状の公認会計士不足を解消するには、10年程度の期間をかけて、年度ごとの公認会計士試験合格者数を倍増させる(1,500名を10年後には3,000名に)しか方法がないという仮定を置き、それに対応した中期プロジェクトを設けることとした。
あなたがプロジェクトリーダーに任命された場合、現状の試験制度の枠にとらわれることなく、ただし、職業的専門家としての品質を確保することが前提として、考えうる策を論じなさい。



１．提出用紙

　Wordで作成し、A4横書き（1ページ横40文字×縦40行の設定1,600文字）とすること。
なお、別紙1の印字例を参考のこと。

２．必要字数
　本論のみ4,800字以上5,600字程度でまとめる。
　※指定された字数に満たない場合や、大幅に超過した場合は減点の対象となる。
　※字数は本論のみで、表紙、出典・参考文献は字数に含まない。

※字数は表紙の本論字数欄に必ず記入すること。

　※本論に表や図を挿入しても字数には含まない。
３．締切日

　2023年8月22日（火）まで。期限に遅れた場合、提出は一切認めない。

４．提出方法
　補習生マイページへのデータ登録にて提出すること。
（紙による郵送、ＦＡＸ及び事務局へ持参での提出、またはEメールでの提出は不可とする）

　
５．作成上の注意点

　（１）論文の構成は、表紙、本論、出典・参考文献を明確にすること。なお、本論以外は字数に含まない。

（２）定められた字数が著しく不足している場合は採点しない。

（３）表紙に補習生カード番号、期、本論字数及び氏名を明記すること（別紙2のとおり）。記載に不備があった場合、採点されない場合がある。また、項目ごとにタイトルを明示すること。

（４）章、節の区分、段落付けは明確にすること。また、本編には頁下部に頁番号を記載すること。
（５）他の著作物から無断で複写（盗用・剽窃、コピー・アンド・ペースト等）するなど不正行為を行った場合は、提出された課題研究は無効とし、学年にかかわらず、第3学年終了後の翌年以降（継続生時）の再提出しか認めない。
継続生については、その年の全ての課題研究の提出を認めず、再提出は翌年以降とする。
不適切な方法での作成・提出を防止するため、全ての補習所において、他者の文書のコピー箇所を検出するソフト（コピー＆ペースト判定支援ソフト）を導入している。課題研究提出後に、必要と判断した補習生及び任意で抽出した補習生に対して、ファイル（データ）での再提出を求めることがあるので十分に留意すること。
（６）形式に関する指定について、「実務補習の手引」と相違があった場合、本案内を優先する。

（７）形式不備があった場合は、自動的に評価点から減点されるので注意すること。

６．出典・参考文献に関する注意事項
（１）引用箇所は、「　」（引用符カッコ）でくくり、出典を明確（頁数も記載）にすること。また、
ウェブサイトからの引用の場合は、そのアドレス（URL）とアクセスした日を記載する。

① 論文の最後に掲載する参考文献の一覧は、日本語の文献（著者氏名の五十音順）、欧文の文献
（ファミリーネームのアルファベット順）の順に記載する。

② 日本語の場合は、単行本・雑誌名は『　』で、論文名は「　」でくくる。一方、欧文の場合は、
単行本は書名を、論文の場合は雑誌名を、それぞれイタリック体で記載する。
③ 文献は次の順序で表記する。なお、発行年が同じものが複数存在する場合、発行年に a、b…

をつける。

	単行本
	著者（編者）名、発行年、『書物名』、発行所。

	論　文
	著者名、発行年、「論文名」『収録書物名（または雑誌名）』巻数・号数、掲載頁。


（参考文献の記載例）※著者名、論文名、発行所等はすべて架空のものです。
	【単行本の場合】
　(1)中村花子（1998）『アメリカ管理会計の理論』経営図書出版。
　(2)山下仁義監訳、斎藤　隆・西崎真一共訳（2008）『監査人の責任としての透明性』東京会計書籍。
【論文の場合】
　(1)青木太郎（2009）「企業会計の利害調整機能－会社法との比較を中心に－」『会計ジャーナル』第66巻
第1号、32-47頁。
　(2)加藤　登（2015a）「企業会計と自治体会計の相違」『経理実務』第68号、15-26頁。
　(3)--------（2015b）「自治体監査の特徴」『自治体会計研究』第25巻第3号、35-38頁。
【欧文の場合】
　(1)Abcde，Fghij K. (19xx), Lmn Opqrs-T Study in the Uvwxyz，Zyx Smith．
　(2)Edcba，Jihgf T. ，S.Rqpo Lmn，Zyxwvu A．Bcde (19xx), Auditors and the XXX of YYY, The Journal of Zzzz Vol. 23, No. 4, pp. 55-66．
　(3)Xyz Institute of Certified Public Accountants (XICPA), The XXX Committee on Financial Reporting (19xx), Improving Business XXX Reporting： Information Needs of Vwxyz Investors. Xyz Institute of Certified Public Accountants（※川本健夫・浜本海彦共訳（200x）『○○の改善報告』太陽書店）．




④ 引用・注記の表示は著者名、発表年と頁を（
）で囲んで入れる。

（引用する場合の記載例）※著者名等はすべて架空のものです。
	(1)「　」（カッコ）で直接引用する場合
　　…であるが、「法22条4項は、企業会計を意味する」（長嶋（2016）、199頁）ことになる。
(2)要約する場合
　 長嶋（2016）によると、………という解釈になる（193-195頁）。
(3)脚注で引用や補足する場合
　 税法は、情報提供に重きをおく企業会計とは、ますます乖離するであろう（8）。
　
　 注 (8) 鈴木（雅）（2015）、202頁参照。
　　　　　※鈴木雅彦と鈴木茂雄の2名を参考文献に挙げている場合は、（雅）か（茂）で区別する。


（２）引用や注記をする場合には、必ず出典（出所）を明らかにする。また、参考文献の記載漏れが
ないよう特に注意すること。

（３）参考文献について記載のない場合においても、巻末に「参考文献なし」と記載すること。

（４）参考文献を明記しない場合、論文の盗用とみなされる場合があるので注意すること。

（５）ウィキペディアや専門学校のテキストは参考文献として認めない。

７．取得単位

実務補習規程において、課題研究は修業年限を通じ6回（6テーマ）以上提出し、その取得単位が36単位（60％）以上、かつ、各回の課題研究につき、成績が40点以上にならなければならない旨規定されている。
８．再提出者について

再提出を希望する者は、eラーニングシステムにログイン後、「考査[追試験]・課題研究[追論文]申込」メニューを選択し、「一覧」から受験を希望する実施回を選択し「申込む」ボタンを押すこと。決済用のウェブサイトに移動するので、画面の指示に従ってクレジットカード／Pay-easy（インターネットバンキング）による決済手続きを完了させること。決済完了後に、登録されているメールアドレスに受付完了のメールが届くので必ず確認すること。
※申込締切日時前にキャンセルを希望する場合は、問合せフォームから必要事項と「キャンセルしたい課題研究実施回（申込締切日時前のものに限る）」を入力してキャンセルの旨を連絡すること。
※Pay-easy（インターネットバンキング）決済者は、返金先口座情報が必要になります。下記キャンセルフォームより必要事項を登録し、キャンセル連絡を行ってください。

　○キャンセルフォーム

　　※キャンセルには、以下の情報が必要です。

　　　　銀行名：

　　　　支店名：

　　　　預金種別：

　　　　口座番号：

　　　　口座名義：（カタカナ）
※申込締切日時後のキャンセルは返金せず、他の課題研究実施回への振替もできません。
※申込締切日時後のキャンセルは返金せず、他の課題研究実施回への振替もできない。
以上


実務補習機関会計教育研修機構、論文提出スタイルサンプル

会計教育研修機構の実務補習所で提出する論文を提出する場合は、次のスタイル設定とすること。

○　Ａ４版　たて、印字は横書きとする。

· １頁の字数、行数は４０×４０とし、１頁１，６００字とする。

· 文字フォントは１１ポイントとし、適宜空白を設けること。

ちなみにこのサンプル(ワードにて作成)の余白設定は次のとおりである。

　上：３５㎜　　下：３０㎜　　左右：２５㎜　　とじしろ：０

· 論文はテーマ数に応じて章立てしまとめること。

· ワープロ入力の際、特に変換ミスによる誤字に注意すること。

―印字例―

第一章　×××××

実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構。
第1節 　××××××
実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構。
実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構。

１．××××

実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構、実務補習機関会計教育研修機構。

以　上
別紙１








